
世界を変えるための 17 の目標

問い合わせ先　政策企画課　政策企画係　☎６８－２２１１（内線３３７）

男女共同参画ってなあに？　Part 95

メ デ ィ ア・ リ テ ラ シ ー と 男 女 共 同 参 画

▶男女共同参画の視点で見るメディア・リテラシー
・お茶汲みをする社員　　　・家計を支える大黒柱
　上記の文から、あなたは「女性」「男性」のどちらを思い浮かべましたか。
　メディアの発信する情報の中には、「男性は仕事、女性は家庭」といった固定的な性別役割分担意識に偏った表現が、
混在している場合があります。
　そのような情報を日常的に見聞きしていると、知らず知らずのうちに私たちの意識に刷り込まれ、性別による無意
識の偏ったイメージがそのまま私たちの価値観になってしまう恐れがあるのです。
　メディアが描き出す「男性像」「女性像」にとらわれず、自分らしい生き方を選択できるようにメディアから得た
情報を見極めるスキル、メディア・リテラシーを身に付けましょう。

▶メディア・リテラシーとは？
　テレビ、新聞、インターネット、本や雑誌などのメディアから発信される情報をうのみ
にせず、その真偽を自分で考え読み解き、必要な情報だけを引き出して自ら活用する能力
のことです。
　新型コロナウイルス感染症が拡大している中で、当初はさまざまなフェイクニュース（虚
偽の情報）がインターネット上で飛び交いました。例えば「トイレットペーパーやティッ
シュペーパーが品薄になる」といった真偽不明な情報にすぐ飛びつき不用意に周囲へ拡散
させてしまう、という例は、メディア・リテラシーの欠如が招いた結果です。

問い合わせ先　福祉課　社会福祉係　☎６８－２２１１（内線１２８）

　私たちが住む町には高齢者や外国の人、妊娠している人、介助している人、赤ちゃん連れの人などさまざまな人が
います。みんなが笑顔で暮らすためには、お互いのことを知ることから始まります。障害のある人についてもそうで
す。まずはよく知って、「わたしにはどんなことが出来るのか」を考えてみましょう。

【内部障害】
　病気などで体のなか（内臓など）に障害があり、日常生活で困難なことがあります。
・体力がなく疲れやすい方がいます。
・呼吸することが困難な方がいます。
・多目的トイレが必要な方がいます。
※多目的トイレとは…�人工膀胱や人工肛門を使用している人、車いすの人、赤ちゃん

連れの人などのための設備があるトイレです。
〇接し方
・見た目では障害がわかりにくいので、本人の希望などにそって理解、協力をしましょう。
　日頃からの気遣いがとても大切になります。

福祉コラム　～広げよう心のバリアフリー～　Vol. ３

「わたしにはどんなことが出来るのか」を考えてみましょう。

認知症地域支援推進員のつぶやき 43

～「認知症になるかもしれない全ての人へ」～

　SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）は、「誰一人取り残さない（leave no one 
behind）」持続可能でよりよい社会の実現を目指す世界共通の目標です。2015 年の国連サミットにおいて全ての加盟
国が合意した「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」の中で掲げられました。2030 年を達成年限とし、17 のゴー
ルと 169 のターゲットから構成されています。

SDGs とは？

認知症のご本人からのメッセージ「認知症になるかもしれない全ての人へ」

認知症と診断を受けた今の「私」から伝えたいことが 3つあります。
①�診断を受けても「働きたい気持ちや、やりたいことがまだまだ自分にはあります」「できる事は今のうち
にしておきましょう」「認知症の正しい知識を持ち早期に受診した方がよいです」「家族と終活や財産の話
をしておきましょう」
②�わたしに声をかける時に気をつけてほしいことは、話す速度は「ゆっくりと」、話かける雰囲気は「優しく」、
話す声の大きさは「静かに」
③�診断を受けた時の心構えは「考えすぎず、自分の可能性を信じましょう」「人とは比べないでください」「他
の人に頼りましょう」

―認知症の人と家族の会「認知症の人と家族の思いをより深く知りたいあなたへ」から抜粋―

私たちはここにいます！
　認知症地域支援推進員配置施設
　●地域包括支援センター　　☎６８－８９４１　　　　●利根町保健福祉センター　　　☎６８－８２９１
　●複合施設　響　　　　　　☎６１－８５００　　　　●介護老人保健施設もえぎ野　　☎８４－６０８１

目標 12　つくる責任　つかう責任

“生産者も消費者も、地球の環境と人々の健康を守れるよう、責任ある行動をとろう”
　日本の学校の給食でも、児童や生徒 1人あたり、1年間に約 7.1kg の食べ残しがあります。
　出典：学校給食から発生する食品ロス等の状況に関する調査結果について（環境省 /平成 27年 4月 28日）
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